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第124回会議から部分草案22号 3 条が議題となった21。まず，1 文は給付の全部不能の場合に解除
権の行使を認めているが，第一委員会もこれを承認した。給付の全部不能の場合，債権者（解除権
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35 フーバー鑑定意見326条 1 項双務契約において債務者が定められた時に給付をしない場合には，債権者は
債務者に対して，給付をするための付加期間を設定することができる。この付加期間が経過するまでに給付
がなされない場合には，債権者は契約を解除することができる。
36 Ulrich Huber, Leistungsst äorungen, in: hrsg. Bundesminister der Justiz, Gutachten und Vorschl äage zur ÄUber-
arbeitung des Schludrecht, Bd. 1. 1981, S. 677.
37 フーバー鑑定意見326a 条 1 項双務契約の債務者が定められた時に給付を行わなかった場合において，定
められた時に給付しないことが重大な契約違反を構成するときは，債権者は付加期間を設定することなく契
約を解除することができる。
38 Huber, a.a.O. (Fn.36), S. 677.
39 フーバー鑑定意見326条 2 項契約違反により契約の実行に対する債権者の利益が失われるに至った場合で
あって，かつ，債務者が契約締結時にこの結論を予見しまたは予見し得た場合には，当該契約違反は，重大
なものとする。
40 なお，フーバーは一部不履行の場合についても，326c 条 1 項および 2 項において重大な義務違反を解除要
件として提案している。Huber, a.a.O. (Fn. 36), S. 678.
41 Hrsg. Bundesminister der Justiz, Abschlußbericht der Kommission zur ÄUberarbeitung des Schuldrechts,
1992, S. 162Š.
42 Huber, a.a.O. (Fn.36), S. 702f.





フーバーの鑑定意見において示された草案は，次のようなものであった。まず，326条 1 項35 に
おいて給付全部の遅滞につき付加期間解除を提案し36，次に326a 条 1 項37 において同様に給付全
部の遅滞について，重大な契約違反があるときは，それを理由とした即時解除を提案している38。
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うと説明する74。これらのことから，契約目的の挫折ということこそが債権者にとっての給付の無
益性を導くのではないだろうか。そのように考えると，従来，ドイツにおいて解除が認められる場
合，その要件は債権者にとっての給付の無益性にあるという理解であったが，本質的には契約目的
の不達成にあるといえるのではないかと考える。
しかしながら，旧 BGB において，例外的にしか認めてこなかった解除制度に新たに催告という
要件を課すことによって，債権者にとっての給付の無益性を前提とする解除からの転換が図られて
いる。無益性のみを解除の根拠とはせず，催告による解除を原則としたのである。しかしながら，
催告による解除の場合，債務者からの給付は，なお債権者にとって無益ではない場合である。つま
り，催告とは，本来的には債権者にとって給付が無益になった場合にのみ認められる解除を，債権
者にとって無益ではなくとも，期間設定を行いその期間が徒過されさえすれば解除を可能とするた
めの要件であるといえる。つまり，催告は解除制度にとって本質的な要件であるとは言えず，あく
までも債権者にとって債務者からの給付になお利益があるにも関わらず，それでも解除を選択する
際に必要となる要件であるといえよう。
一方，現行 BGB の解除制度は，BGB323条を原則規定として設けており，そこでは付加期間徒
過後の解除を原則に据えている。しかし，ここまで見てきたように，この付加期間徒過後の解除
は，付加期間が徒過することにより，債権者の利益が喪失したのと同様な利益状況を擬制している
のであり，実際には，即時解除の際に求められる債権者利益の喪失を根拠とする重大な義務違反に
よる解除と求められる要件が変わっているわけではないといえる。ある義務違反が「重大な義務違
反」であるか否かを判版する基準としては，債権者利益の喪失というメルクマールを置いている
が，この債権者利益の喪失が意味しているのは，まさに従来のドイツ民法において解除を認めるた
めの要件として機能していた無益性そのものではないかと考える。すなわち，債権者にとって当該
給付が無益になることは，当然に債権者利益を喪失させることに繋がるといえる。このように考え
ると，解除法理と契約目的概念との関連が見えてくることになる。すなわち，ある義務違反が重大
か否かを判断する際には，常に当該義務違反が債権者にとって無益となるか否かの判断を行うこと
になる。そして，債権者にとって当該給付が無益になるか否かを決定づける要因こそが契約目的に
あるのではないだろうか。したがって，ある義務違反が生じた場合に，当該給付が債権者にとって
無益となるか否かを判断する際には，当該契約により債権者が契約目的を達することができるか否
かが非常に重要な要素となるといえよう。
．おわりに
本稿は，ドイツにおける解除制度が従来どのように理解されてきたのかを，旧 BGB 成立以前か
らの史的変遷を中心に概観してきた。
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ドイツ旧債務法に至るまで，解除制度は原則認められてはいなかった。これは，損害賠償を請求
することを通じて解除と同様の結果が得られると考えていたためである。しかし，非常に例外的に
解除は債権者にとっての給付の無益性を根拠に認められてきた。この解除に対する理解は，その後
の起草過程においても受け継がれ，第一草案においては，無益性を要件とする解除の規定が提案さ
れた。しかし，第二草案において無益性要件とは異なる催告が要件として提案され，その提案が旧
債務法に取り入れられたという変遷を経ている。したがって，一見すれば旧債務法において解除の
要件は催告に集約されているように見える。しかし，ここまでで述べてきたように，解除の本質的
要件は無益性にあると考える。これは，従来，債権者にとって債務者からの給付が無益になった場
合にのみ解除を認めていたという背景から考えると当然の帰結であろうと考える。
これに対して，現行ドイツ民法の解除制度は，BGB323条を原則規定として設けており，そこで
は付加期間徒過後の解除を原則に据えている。しかし，ここまで見てきたように，この付加期間徒
過後の解除は，付加期間が徒過することにより，債権者の利益が喪失したのと同様な利益状況を擬
制しているのであり，実際には，即時解除の際に求められる債権者利益の喪失を根拠とする重大な
義務違反による解除と求められる要件が変わっているわけではないといえる。したがって，付加期
間徒過後の解除を原則にしつつも，実際には，即時解除の際に求められる債権者利益の喪失を根拠
とする重大な義務違反による解除が本質的であるといえよう。
一見すると大きな変更がなされたように見えるドイツの解除法理であるが，旧 BGB において
も，現行の BGB においても，解除の要素として債権者利益が脱落するか否かという点を本質的な
要素として捉えている点に大きな違いはないといえる。また，なぜ債権者の利益が脱落すのかとい
う点で，契約目的概念が機能してくるのではないかと考えるが，この点については，さらなる検討
が必要である。
